











として一世を風靡した不破貞春（明治 39 年 8
月 18 日～昭和 52 年 12 月 1 日）は、昭和 5 年
8 月に東京商科大学本科（太田哲三ゼミ）を卒
業し、同年 9 月に高岡高等商業高等学校の専任
講師として赴任した（1）。昭和 15 年 4 月には大
阪市立商科大学予科教授兼学部講師となり、戦
後の昭和 24 年 1 月に東京セロファン紙（株）
経理部長として実業界に身を置いた。その後、
昭和 30 年 4 月に神奈川大学経済学部教授、昭
和 34 年 4 月に明治大学商学部教授として着任



























　不破（〔1964〕34 ～ 36 頁および 39 ～ 42 頁、



























































































































































































































































































































































































































変 動 等 に よ っ て 正 味 実 現 可 能 価 額（net 




害を防ぐために、菊谷（〔1991a〕100 ～ 103 頁）
は、棚卸資産の期末評価基準として、ドイツ実
体維持会計学説に英国型時価主義会計における











































































年数 5 年、残存価額 0、定額法による）の期末
における再調達原価が 600 に上昇した場合、期





















　平成 18 年（2006 年）7 月 5 日に公表され、













































































































22（＝ 100（期首在高）™ 20％＋ 20（純変動額）
™ 10％）と計算され、次のような仕訳が必要
である（菊谷〔1976〕10 ～ 11 頁、菊谷〔1991b〕
314 ～ 315 頁）。
　（借）貨幣資産保有損失　　22
 　　　（貸）貨幣項目価値修正　　22
　 こ の 貨 幣 資 産 保 有 損 失（holding loss of 
monetary asset）は 22 の資産喪失を意味し、収
益によって補償されなければならない。貨幣項
目価値修正（value adjustment of monetary items）
























































































入（normal purchase of assets）と同様に、企業
結合取引を通常の資産・負債取得取引とみなし、











































原則」を部分修正する形で平成 20 年（2008 年）
12 月 26 日に ASBJ により公表された企業会計
基準第 22 号「連結財務諸表に関する会計基準」



































社 の 所 有 持 分 変 動（changes in a parent’s 
ownership interests）は、資本主間で行われた資
本取引（equity transaction）である（菊谷〔2011a〕
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